
支 払 利 息 1¶311¶834 5¶921¶690 2¶444¶557 985¶896 10¶663¶977 ` 10¶663¶977 ` 10¶663¶977

雑 損 2¶192 ` ` ` 2¶192 ` 2¶192 ` 2¶192

事 業 収 益 31¶073¶767¶239 9¶383¶699¶078 775¶684¶103 15¶526¶325¶350 56¶759¶475¶770 ` 56¶759¶475¶770 ` 56¶759¶475¶770

運 営 費 交 付 金 収 益 5¶531¶117¶299 9¶317¶582¶915 768¶868¶251 ` 15¶617¶568¶465 ` 15¶617¶568¶465 ` 15¶617¶568¶465

納 付 金 収 入 ` ` ` 15¶217¶525¶000 15¶217¶525¶000 ` 15¶217¶525¶000 ` 15¶217¶525¶000

補 助 金 等 収 益 25¶538¶028¶000 ` ` ` 25¶538¶028¶000 ` 25¶538¶028¶000 ` 25¶538¶028¶000

施 設 費 収 益 ` 16¶126¶863 ` ` 16¶126¶863 ` 16¶126¶863 ` 16¶126¶863

寄 附 金 収 益 ` ` 598¶448 4¶765¶960 5¶364¶408 ` 5¶364¶408 ` 5¶364¶408

そ の 他 事 業 収 入 48¶060 1¶607¶888 ` 77¶362¶996 79¶018¶944 ` 79¶018¶944 ` 79¶018¶944

財 務 収 益 1¶649¶770 2¶379¶425 159¶382 219¶186¶078 223¶374¶655 ` 223¶374¶655 ` 223¶374¶655

雑 益 2¶924¶110 46¶001¶987 6¶058¶022 7¶485¶316 62¶469¶435 ` 62¶469¶435 ` 62¶469¶435

事 業 損 益 � 154¶235 7¶405¶057 3¶073¶248 � 8¶186¶590¶572 � 8¶176¶266¶502 ` � 8¶176¶266¶502 ` � 8¶176¶266¶502

総 資 産 1¶973¶550¶662 13¶657¶303¶442 359¶207¶962 28¶115¶343¶591 44¶105¶405¶657 ` 44¶105¶405¶657 896¶474 44¶104¶509¶183

（主 要 資 産 の 内 訳）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 1¶803¶911¶506 2¶832¶345¶123 249¶875¶004 15¶218¶076¶159 20¶104¶207¶792 ` 20¶104¶207¶792 ` 20¶104¶207¶792

固 定 資 産
金 銭 の 信 託 ` ` ` 12¶000¶000¶000 12¶000¶000¶000 ` 12¶000¶000¶000 ` 12¶000¶000¶000

（注２）各勘定経理区分の損益外減価償却等相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額
（単位：円）

高齢・障害者雇用支援勘定
障害者職業能力
開発勘定

障害者雇用納付
金勘定 計 法 人 共 通 合 計高齢者雇用支援

事業
障害者雇用支援
事業

損 益 外 減 価 償 却 等 相 当 額 568¶514 116¶629¶193 600¶163 2¶609¶999 120¶407¶869 ` 120¶407¶869

損 益 外 減 損 損 失 相 当 額 ` ` ` ` ` ` `

引 当 外 賞 与 見 積 額 ` 8¶345¶616 179¶246 ` 8¶524¶862 ` 8¶524¶862

引 当 外 退 職 給 付 増 加 見 積 額 ` 301¶546¶896 15¶800¶844 ` 317¶347¶740 ` 317¶347¶740
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（注１）勘定及び事業の種類の区分方法及び事業の内容は以下のとおり
１ 高齢・障害者雇用支援勘定
高齢者雇用支援事業及び障害者雇用支援事業は、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令第10条の規定により、区分して経理することが要請されており
ます。
・高齢者雇用支援事業の主な内容は、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構法（以下「機構法」という。）第11条第１項第１号から第３号までに掲げる業務及びこれらに附帯する業務。
・障害者雇用支援事業の主な内容は、機構法第11条第１項第４号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務。

２ 障害者職業能力開発勘定
障害者職業能力開発校（職業能力開発促進法第15条の６第１項第５号に規定する障害者職業能力開発校をいう。）の運営に係る業務。

３ 障害者雇用納付金勘定
納付金関係業務（障害者の雇用の促進等に関する法律第49条第１項に規定する納付金関係業務をいう。）並びに同法第72条第３項、第73条第１項、第74条第１項及び第74条の２第１項に規定する業務。
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